
先端低炭素設備導入支援契約書
　一般社団法人低炭素投資促進機構（以下「甲」という。）と、                株式会社（以下「乙」という。）は、甲が実施する先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業について、別に規定する先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業実施要領（以下「実施要領」という。）第３の４．（１）に基づき、以下の通りに先端低炭素設備導入支援契約を締結する。
（契約の趣旨）
第１条　甲は、別に規定する先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業事務取扱要領（以下「事務取扱要領」という。）第３条第７号に規定する要件を満たした乙のリース契約（リース契約書案の写しを添付。第３条の規定に基づきリース契約書が提出された場合にはその写しに差替え。）につき、リース契約期間満了時において、乙がリース対象物件を売却した際、見積残存価額（乙がリース取引に係る契約締結時に設定した、リース契約期間満了時におけるリース対象物件の処分見込価額。消費税・地方消費税分を含まない。以下同じ。）を下回る金額でしか処分できなかった場合に、その下回った金額の一部を、本契約に基づき補塡する（以下「損失補塡」という。）ものとし、乙は、本契約の締結後、本契約に基づき甲に対して補償料を支払うものとする。
（用語）
第２条　この契約で使用する用語は、この契約において特に定めのない限り、事務取扱要領で使用する用語の例による。

（リース契約締結後の書類の提出）
第３条　乙は、リース先とリース契約を締結し、当該リース契約が開始された場合には、以下の各号に掲げる書類を添付の上、速やかに甲に通知（通知に際しては承諾番号を記載すること）するとともに、それまでの間に事務取扱要領第４条第１項の規定に基づき既に提出した先端低炭素設備導入計画書及びリース契約概要書の記載内容に変更が生じた場合には、変更前の先端低炭素設備導入計画書及びリース契約概要書を添付の上、再度先端低炭素設備導入計画書及びリース契約概要書を甲に提出しなければならない。
(1) リース契約書の写し

(2) 借受証の写し
　(3)　リース対象物件の取得価額が確認できる書類（見積書、注文書、売買契約書等のいずれか）の写し

２　乙は、リース先とのリース契約において、変動型又はハイブリット型のリース料を採用した場合であって、前項のリース契約の開始までの間に事務取扱要領第４条第３項の規定に基づき既に提出した稼働計画書の記載内容に変更が生じた場合には、再度稼働計画書を甲に提出しなければならない。
３　乙が、本契約の対象となるリース契約において導入する先端低炭素設備を割賦の方法により購入した場合には、第１項(3)に定めるリース対象物件の取得価額は現金販売価格とし、当該価格が確認できる書類の写しを添付しなければならない。
（補償料の支払い）
第４条　乙は、事務取扱要領第１２条の規定に基づき、甲に対して補償料を支払わなければならない。
２　乙は、事務取扱要領第１２条に基づき、甲に対して補償料を支払う場合には、甲の指定する下記口座に送金するものとする。
　【甲の指定する口座】

（金融機関・支店名）　みずほ銀行　　新川支店
（口座の種別・番号）　普通預金　　　1134289
（口座の名義）　　　　一般社団法人低炭素投資促進機構　
（補償金の支払い等）
第５条　甲は、乙に対して、事務取扱要領第１４条に基づき補償料の返還を行う場合、又は第１９条に基づき補償金の支払いを行う場合には、乙の指定する下記口座に送金するものとする。
　【乙の指定する口座】

（金融機関・支店名）　　　　　　　　　　　　　　　　
（口座の種別・番号）　　　　　　　　　　　　　　　　
（口座の名義）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（損失補塡の対象）
第６条　甲が乙に対して行う損失補塡の対象となるのは、乙が締結するリース契約のうち、事務取扱要領第３条第７号で定めるリース契約の要件に適合するものであって、そのリース契約期間終了後の翌日から起算して１年以内にリース対象物件をリース先以外に売却（その間にリース先又はリース先以外の事業者にリースした場合を除く）し、当該売却価額が見積残存価額を下回ったことで、乙が損失を受けた部分として別表で定める金額とする。ただし、変動型又はハイブリッド型の場合であって、実際の稼働量に基づき回収したリース料が当初の合理的な想定稼働量に基づくリース料を上回った場合には、当該上回った金額分（消費税・地方消費税分を除く。）は損失補塡の対象外とする。
（損失補塡の範囲）
第７条　甲が損失補塡に充てる額は、先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業費補助金交付要綱に基づいて甲に対して交付された先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業費補助金により造成された先端低炭素設備導入促進補償制度推進基金の範囲内とする。

２　甲が乙に対して補償金として支払う額は、別表で定める損失の金額又はリース対象物件の取得価額（消費税・地方消費税分は含まない。）に５％を乗じた金額のいずれか少ない金額を限度とする。
（リース対象物件の売却）
第８条　乙は、本契約に基づき損失補塡を受けようとする場合には、リース対象物件をリース期間終了後の翌日から起算して１年以内にリース先以外に売却し、かつ、売却に際しては複数の事業者への売却を提案（乙のホームページにおける売却提案を含む。）しなければならない。

２　前項の売却の提案に際して、１事業者のみが買取りに応じた場合であって、当該価額が見積残存価額を下回る場合には、事務取扱要領第１６条第２項に基づき、甲に対して１者買取報告書を提出しなければならない。

（売却価額等の通知等）
第９条　乙は、前条の規定に基づきリース対象物件を売却した場合には、事務取扱要領第１７条第１項に基づき、甲に対して売却価額等を通知しなければならない。
２　乙は、変動型又はハイブリッド型のリース料を採用している場合には、前項の通知に際して、事務取扱要領第１７条第２項に基づき、稼働結果報告書に実際の稼働量や単価、支払期ごとのリース料を把握できる資料（支払期ごとのリース料に係る請求書やその根拠資料等）を添付して甲に提出しなければならない。
３　乙は、リース対象物件をリース先に売却した場合、リース対象物件を売却せず、リース先又はそれ以外の事業者にリースした場合、又はリース対象物件を売却せず、リース期間終了後の翌日から起算して１年を経過した場合には、事務取扱要領第１７条第３項に基づき、甲に対して売却等報告書を提出しなければならない。

（補償金の請求等）
第１０条　乙は、第７条第２項で定める金額の範囲内で、甲に対して補償金の請求をすることができる。

２　乙は、前項に基づき、甲に対して補償金の請求を行う場合には、事務取扱要領第１８条第１項に基づき、補償金請求書を甲に対して提出しなければならない。
３　乙は、補償金を受領した場合には、事務取扱要領第１９条第３項に基づき、領収書を甲に対して提出しなければならない。

（リース契約の変更）
第１１条　乙は、リース先との間で、リース契約開始時までに設定していたリース期間、月額・年額リース料又は見積残存価額を変更する旨の合意をした場合には、事務取扱要領第９条第１項の規定に基づき、速やかに甲に対して通知しなければならない。変動型又はハイブリット型のリース料を採用している場合であって、リース契約開始時までに設定していた変動リース料の算式を変更する旨の合意をした場合又は事務取扱要領第３条第７号ロ②に定める、実際の稼働量が合理的な想定稼働量を上回った場合のリース契約の変更の場合も同様とする。

２　前項の規定にかかわらず、リース期間の中途で、当該リース契約の当事者の責めに帰さない事由によりリース契約の一部を解約したことに基づくリース契約の変更（月額・年額のリース料又は見積残存価額の変更）の場合には、事務取扱要領第９条第２項の規定に基づき、リース契約一部解約報告書に下記書類を添付の上、速やかに甲に通知しなければならない。

　(1)　一部解約後に締結し直したリース契約書の写し

　(2)　一部解約の対象となったリース対象物件の内容、取得時の価額及び見積残存価額がわかる資料の写し

　(3)　残存するリース契約の対象物件の内容、取得時の価額及び見積残存価額がわかる資料の写し
３　第１項、第２項の規定にかかわらず、リース期間の中途で、リース先が変更になったことに基づくリース契約の変更（ただし、月額・年額のリース料や見積残存価額、リース期間の条件を変更するものは除く）の場合には、事務取扱要領第９条第３項の規定に基づき、リース契約当事者変更報告書に変更後のリース契約書の写しを添付の上、速やかに甲に通知しなければならない。
（リース対象物件の滅失等）
第１２条　乙は、リース期間の中途でのリース対象物件の滅失、補償対象事業者とリース先との間の解約合意、その他理由の如何に関わらずリース期間の中途でリース先が残リース料、又はリース契約書所定の規定損害金、規定損失金、損害賠償金若しくは遅延損害金を補償対象事業者に一括して支払いリース契約を終了した場合には、事務取扱要領第１０条の規定に基づき、甲に対して通知しなければならない。
（リース先の事故等）
第１３条　乙は、事務取扱要領第１１条第１号のいずれかの事由が発生し、又は乙がリース先に対して事務取扱要領第１１条第２号のいずれかの措置をとった場合には、事務取扱要領第１１条の規定に基づき、速やかに甲に対して通知しなければならない。
（補償金請求権の除斥期間）
第１４条　乙は、第１０条第１項の規定により補償金を請求すべきときから２年を経過した後は、甲に対し補償金の支払い請求をすることができないものとする。
（相殺禁止）
第１５条　乙は、本契約に基づき乙が現在及び将来にわたり負担する債務を、乙が甲に対して現在及び将来にわたり有する債権（第三者により取得した債権を含む。）をもって、相殺することはできない。

（帳簿等の整備）
第１６条　乙は、以下の書類を整備して、本契約の対象となったリース契約が終了する日の属する事業年度終了後５年間保存しておかなければならない。

(1)　本契約の対象となったリース契約について、リース契約書、注文請書、物件借受証、リース対象物件の見積書、当該リース先についての審査資料、社内稟議書、その他当該リース契約に関係するすべての証拠書類
(2)　本契約の対象となったリース契約におけるリース対象物件の売買契約について、売買契約書、見積書、注文書、社内稟議書、その他当該売買契約に関係するすべての証拠書類

２　前項に基づく保存の義務は、本契約の終了後もなお存続するものとする。
（報告及び調査）
第１７条　甲は、乙に対し、本契約の対象となったリース契約、当該リース契約におけるリース対象物件の売却及び第１０条第１項に基づき乙に対して支払いをなした補償金に関し報告を求め、又は乙の事務所に立ち入り、これらに関する帳簿、書類等を調査することができるものとする。
２　前項に基づく甲による調査等は、本契約の終了後であっても、本契約の対象となったリース契約が終了する日の属する事業年度終了後５年間、行うことができるものとする。
（免責等）
第１８条　甲は、次の各号に該当するときは、乙に対する損失補塡の履行につき、その全部又は一部の責を免れるものとし、また、既に損失補塡を履行している場合には、補償金の全部又は一部を返還させることができるものとする。

(1) 乙が、故意又は重大な過失により見積残存価額を下回る金額でリース対象物件を売却した場合。
　(2)　乙が、偽りその他不正の手段によって、損失補塡を受けた場合。

　(3)　乙が、事務取扱要領及び本契約の条項に違反した場合。
２　第１４条又は前項の規定に基づき、甲が損失補塡の履行義務を免れる場合又は補償金の返還を受ける場合であっても、甲は、乙から既に収納した補償料を返還する義務を負わないものとする。

３　第１項に基づく甲の権利は、本契約の終了後もなお存続するものとする。
（通知事項）
第１９条　乙は、次の各号の一つにでも該当するときは、その旨を遅滞なく書面により甲に通知するものとする。

　(1)　名称又は商号を変更しようとするとき。

　(2)　住所を移転しようとするとき。

　(3)　代表者を変更したとき。

　(4)　合併等をしたとき。

　（先端低炭素設備導入支援契約に係る契約上の地位の承継）

第２０条　乙は、相続、法人の合併又は分割等により本契約の当事者が変更される場合において、その変更により事業を承継する者（以下、「承継者」という。）が本契約に係る契約上の地位を承継しようとするときは、事務取扱要領第２２条の規定に基づき、あらかじめ甲に対して承継承認申請書を提出しなければならない。

２　甲は、前項の承継承認申請書を受領した場合には、承継者が本契約に係る変更前の当事者の地位を承継する旨の承認を行うことができる。
（リース契約に係る要件に適合しない場合の扱い）

第２１条　甲が、乙の締結したリース契約が事務取扱要領第３条第７号に定めるリース契約に係る要件に適合しない（ただし、変動型又はハイブリッド型については、リース契約開始時点までを除き、その期間中において第３条第７号ニの要件を満たし続ける必要はない。）と判断したときは、乙に対して書面により、１ヶ月の予告期間を設けて通知することにより、この契約を解約することができる。

　（債権譲渡の禁止）

第２２条　乙は、事務取扱要領第１８条第１項及び本契約第１０条に基づく補償金支払請求権の全部又は一部を、甲に断りなく第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

（損失補塡の一時停止）

第２３条　支払総額が第７条第１項に規定する先端低炭素設備導入促進補償制度推進基金の残額を超えるときその他甲が特別の事由があると認めるときは、甲は第１０条第１項に規定する補償金の支払いを一時停止することができるものとする。

（合意管轄）
第２４条　本契約に関する事項に関し、訴訟若しくは調停の必要が生じた場合は、甲の所在地を管轄する地方裁判所を管轄裁判所とする。

（本契約の終了等）
第２５条　本契約は、以下の事由により終了するものとする。
(1) 事務取扱要領第１７条第４項に基づく先端低炭素設備導入支援契約終了通知書の乙による受領

　(2)事務取扱要領第１９条第２項に基づく補償金の支払い
　(3)第１４条に基づく補償金請求権の除斥期間の経過
　(4)その他、甲、乙及び経済産業省による協議
　（守秘義務）

第２６条　甲及び乙は、本事業に関し相手方当事者、リース先及びリース対象物件の製造事業者から得た情報については善良なる管理者としての注意義務をもって管理し、相手方、リース先又はリース対象物件の製造事業者の承諾なしに第三者に対して開示してはならない。ただし、開示の時点で公知となっており、又は事務取扱要領に違反することなく開示後に公知となった情報、開示の時点ですでに保有していた情報、第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報、法律又は裁判所、主務省、会計検査院その他の行政機関又はその他の公的機関の規則又は命令等に基づき開示を求められた情報を除く。

２　前項に基づく義務は、本契約終了後も存続するものとする。

（契約に定めのない事項等）
第２７条　この契約に定めない事項その他この契約を履行するために必要な事項については、必要に応じて甲乙協議の上、定めるものとする。
　この契約を証するため、本契約書を２通作成し、甲及び乙双方の記名押印の上、甲、乙それぞれ１通を保有する。
　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　（甲）　住所　　東京都中央区日本橋本町四丁目１１番５号
　　　　　　　　　　　　氏名　　一般社団法人低炭素投資促進機構
　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　柏 木　孝 夫
　　　　　　　　（乙）　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　氏名　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別表
	　損失額の計算方法

	①リース対象物件が全て売却された場合
　（ⅰ）固定型
　　損失額

＝（見積残存価額　－　売却価額（消費税・地方消費税分を除く））　×　１／２
　（ⅱ）変動型又はハイブリッド型

　　イ　実際の稼働量に基づき回収したリース料≦当初の合理的な想定稼働量に基づくリース料

　　　損失額

　　　＝（見積残存価額　－　売却価額（消費税・地方消費税分を除く））　×　１／２
　　ロ　実際の稼働量に基づき回収したリース料＞当初の合理的な想定稼働量に基づくリース料
　　　損失額

　　　＝（見積残存価額　－　売却価額（消費税・地方消費税分を除く）

－　変動リースに係る上振れ金額　　　　　　）　×　１／２

※　値が０以下となった場合には、損失補塡の対象外。

	　②リース対象物件の一部しか売却できなかった場合

（ⅰ）固定型

　　損失額

　　　＝（売却できたリース対象物件に係る見積残存価額

　　－　売却価額（消費税・地方消費税分を除く））　×　１／２
　（ⅱ）変動型又はハイブリッド型

　　イ　実際の稼働量に基づき回収したリース料≦当初の合理的な想定稼働量に基づくリース料

　　　損失額

　　　＝（売却できたリース対象物件に係る見積残存価額

　－　売却価額（消費税・地方消費税分を除く））　×　１／２
　　ロ　実際の稼働量に基づき回収したリース料＞当初の合理的な想定稼働量に基づくリース料
　　　損失額

　　　＝（売却できたリース対象物件に係る見積残存価額

　－　売却価額（消費税・地方消費税分を除く）

－　変動リースに係る上振れ金額　　　　　　）　×　１／２
※　値が０以下となった場合には、損失補塡の対象外。
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